
第 6 良質な介護サービスの確保

項 目 担当部局課室名

■■地壌包講ケアの推進

(1)24時 間対応の定期巡回 随時対応サービス等の推進
【特別枠】 (新規)

(2)介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施
(新規)

老健局振興課 (内線 3983)

老健局高齢者支援課 (内線 3925)、 振興課 (内線 3936)、 老人保健課
(内線 3948)、 障害保健福祉部障害福祉課 (内線 3035)

老健局高齢者支援課認矢口症 虐待防止対策推進室 (内線 3869)

老健局高齢者支援課認知症 虐待防止対策推進室 (内線 3869)

目項 担当部局課室名

2111安心て質の高い|サ■・ビス0確保

(1)安 定的な介護保険制度の運営

(2)地域における介護基盤の整備

(3)適切なサービス提供に向けた取組の支援等

0福祉用具 介護ロボットの実用化の支援 【特別枠】 (新規)

②適切なサービス提供に向けた取組の支援

老健局介護保険計画課 (内線 2264)、 振興課 (内線 3982)

老健局高齢者支援課 (内線 3928)

老健局振興課 (内線3985)

老健局介護保険計画課 (内線 2264)、 老人保健課 (内線 3944)
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第 7 障害者支援の総合的な推進

目項 担当部局課室名

筆1守1午ずず管亨li彎警|,
(1)障 害者の地域移行 地域生活支援のための緊急体制整備事業 【特別枠】

①地域移行のための安心生活支援 (新規) 章害保健福祉部自立支援振興室 (内線3077)

②精神障害者アウトリーチ (訪問支援)推進事業 (新規) 障害保健福祉部精神  障害保健課 (内線 3059)

③地域で暮らす場の整備促進

(2)良 質な障害福祉サービス等の確保

章害保健福祉部障害福祉課 (内線3035)

①障害福祉サービス

_2地域生活支援事業 【一部特別枠】 (一部再掲)

(3)障 害者に対する良質かつ適切な医療の提供

(4)障害福祉サービス提供体制の整備 【一部特別枠】 (一部再掲 )

障害保健福祉部障害福祉課 (内線3035)

章害保健福祉部自立支援振興室 (内線3077)

章害保健福祉部精神 障害保健課 (内線3059)

障害保健福祉部障害福祉課 (内線 3035)

章害保健福祉部地域移行 障害者支援室 (内線 3038)(5)障害者虐待防止等に関する総合的な施策の推進

(6)全 国障害児 者等実態調査の実施

(7)介 護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施
(新規)(再掲 )

(8)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (訪間による支援)体制
の確立 【特別枠】 (新規)(再掲 )

障害保健福祉部企画課 (内線 3015)

老健局高齢者支援課 (内線 3925)、 振興課 (内線 3983)、
考人保健課 (内線 3948)、 障害保健福祉部障害福祉課 (内線 3035)

障害保健福祉部精神 障害保健課 (内線 3059)

(9)精神障害者の地域移行 ll域定着支援の推進 障害保健福祉部精神 障害保健課 (内線3059)

(10)認知行動療法の普及の推進 障害保健福祉部精神  障害保健課 (内線 3059)

(11)精神科救急医療体制の整備 障害保健福祉部精神  障害保健課 (内 線 3059)

(12)認知症医療体制の整備

(13)心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保

障害保健福祉部精神  障害保健課 (内線 3059)

障害保健福祉部医療観察法医療体制整備推進室 (内線 3096)

項 目 担当部局課室名

2■舞建障書1者等支援1施策●推進|

(1)発 達障害者 の地域支援体制 の確立 章害保健福祉部地域移行 障害児支援室 (内線3038)

(2)発達障害者の支援手法の開発や普及啓発の着実な実施 草害保健福祉部地域移行 障害児支援室 (内線3038)

(3)発 達障害者等の支援のための巡回支援専門員の整備 (新規) 章害保健福祉部地域移行 障害児支援室 (内線3038)

(4)高 次脳機能障害者の支援体制の確立
障害保健福祉部精神 障害保健課 (内線 3059)
施設管理室 (内線 3083)

項 目 担当部局課室名

年■申書書■摯す●奪警率琴●準準|(再輝) 怒予予乖鰺恣匁馨鱚澤攀識|IⅢIチ|
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第8 安心して働くことのできる環境整備

項 目 担当部局課室名

1■ 1最1低賃
‐
金の計上げ

(1)最低賃金引上げに向けた中小企業への支援 (新規 )

(2)最低賃金の遵守の徹底

労働基準局労働条件政策課 (内線5354)

労働基準局労働条件政策課 (内線 5354)

目項 担当部局課室名

2■|,|■夕■ライ|フ .|′‐ヽラン|ス1対策

(1)育 児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 (再掲 )

(2)年 次有給休暇の取得促進、労働時間の短縮

(3)短 時間正社員制度の導入 定着の促進 (一部再掲)

(4)適 正な労働条件下でのテレワークの推進

(5)良 好な在宅就業環境の確保

雇用均等 児童家庭局職業家庭両立課 (内線 7857)

労働基準局労働‐―t件政策課 (内線 5354)、 労働基準局監督課 (内線 5556)

雇用均等 児童家庭局短時間 在宅労働課 (内線 7870)

労働基準局労ljl条 件政策課 (内線 5354)

雇用均等 児童家庭局短時間 在宅労lll課 (内線 7870)

項 目 担当部局課室名

3■ず1働者の健康確保対策

(1)メ ンタルヘルス対策の推進

(2)職場における受動喫煙防止対策の推進 (新規 )

(3)機械譲渡時における機械の危険1青報の提供の推進

(4)職 場における化学物質管理等の推進

労働基準局安全衛生部労働衛生課 (内線 5496)、 労働基準局労災補償部補償課
(内線 5465)

労l」l基準局安全衛生部労働衛生課 (内線 5496)

労lst基準局安全衛生部安全課 (内線 5481)

労働基準局安全衛生部化学物質対策課 (内線 5514)、 労働基準局安全衛生部労
働衛生課 (内線 5496)

項 目 担当部局課室名

4■労働関係法令|の 1履行1確保等‐

(1)情 報提供機能の強化 (新規) 大臣官房総務課広報室 (内線 7139)

(2)労働関係法令の履行確保及び個別労働紛争の解決促進 労働基準局監督課 (内線 5556)、 大臣官房地方課 (内線 7736)

(3)働 く人たちのためのルールに関する教育の実施

(4)労 働保険の適用促進及び適正徴収

労働基準局労働条件政策課 (内線 5354)

労働基準局労災補償部労働保険徴収課 (内線 5154)、 職業安定局雇用保険課
(内線 5757)

(5)lplき やす い職場環境 の推進 (新規 ) 労働基準局労 101条件政策課 (内線 5354)

(6)改 正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行 (一部再掲 ) 職業安定局派遣 有期労rpl対策部需給調整事業課 (内線 5688)
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第 9 暮らしの安心確保

項 目 担当部局課室名

●■数操護者●菫立支1録■秦けた彙溝保護御‐魔|ぬ 1輝1菫奮‐寒1螂

(1)被保護者の社会的な居場所づくりの支援 社会 援護局保護課 (内線 2824)

(2)生活保護に係る国庫負担 社会 援護局保護課 (内線 2824)

(3)自 治体とハローワークの協定に基づく就労 生活支援 (「福祉から
就労J支援事業)(再掲)

職業安定局派遣 有期労働対策部就労支援室 (内線 5796)
高齢 障害者雇用対策部障害者雇用対策課 (内線 5855)

211却彗 |う|つ1病対策‐0推準

(1)地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ (訪間による支援 )
体制の確立 【特別枠】 (新規)(再掲)

(2)認 知行動療法の普及の推進 (再掲 )

(3)地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援、普及啓発の推進

(4)自 殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成

(5)自 殺予防総合対策センターにおける情報提供 調査研究等の推進

章害保健福祉部精神 障害保健課 (内線3059)

阜害保健福祉部精神 障害保健課 (内線 3059)

章害保健福祉部精神 障害保健課 (内線3059)

労働基準局安全衛生部労働衛生課 (内線 5496)
建課 (内線 3059)

障害保健福祉部精神 障害保健課 (内線 3059)

障害保健福祉部精神 障害保
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目項 担当部局課室名

1■1自際社1会|^●質献

(1)国際機関を通じた国際協力の推進

①世界保健機関(WHO)等 を通じた国際協力等の推進

②国際労働機関(LO)等 を通じた国際協力等の推進

(2)外国人労l」l者問題等への適切な対応

①新たな技能実習制度の適切な実施

②外国人労働者問題等への適切な対応

0開発途上国の職業訓練指導員の能力向上に向けた支援 (新規)

大臣官房国際課 (内線 7285)

大臣官房国際課 (内線 7285)

職業能力開発局外国人研修推進室 (内線 5952)

労働基準局監督課 (内線 5556)、
織業安定局派遣 有期労働対策部外国人雇用対策課 (内線 5643)

織業能力開発局外国人研修推進室 (内線 5953)

第10 各種施策の推進

項 目 担当部局課室名

4■1科学技術の1振興|【■部織醐朝 大1藤1歳努惇1生科学課|く内線1380oう

項 目 担当部局課室名

・・
輛
・
援議 賤康局総務議椰 爆者1援

…

lψV築2・‐■|“|

項 目 担当部局課室名

と■経済連携協定のR滑な実施 蝠 朧 ,響言量彗零畿 鰺 輻 爾■f彎

項 目 担当部局課室名

3■1綸保節●推進

(1)社 会保障教育等の推進 (新規 )

(2)社 会保障分野における情報連携基盤の整備

政策統括官付社会保障担当参事官室 (内線7691)

政策統括官付社会保障担当参事官室 (内線2244)

項 目 担当部局課室名

●■戦傷病1者●戦1没者遺族
=1中
1鐵1残留‐邦人等の1援護等

(1)戦 没者慰霊事業の推進 【一部特別枠】 社会 援護局援護企画課外事室 (内線4510)

(2)戦傷病者等の妻に対する特別給付金の支給 (支給事務費) 社会 援護局援護課 (内線 3425)

(3)中 国残留邦人等の援護等 社会 援護局援護企画課中国孤児等対策室 (内線 3488)、 業務課 (内線 34
49)
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項 目 担当部局課室名

■■い■セ,横 1対策●推進 鑢 局‐い く内線210101,)

項 目 担当部局課室名

||1率物築
=1体
青奪1村等●業準

(1)取 締体制の強化等

(2)薬 物等の依存症対策の推進

医薬食品局監視指導

章害保健福祉部精神

麻薬対策課 (内線2761)

障害保健課 (内線3059)

項 目 担当部局課室名

0■水道事業の1壼切な還営‐と―懐‐際農鰤″推進‐

(1)水 道事業の適切な運営

(2)水 道事業の国際展開の推進

健康局水道課 (内線4026, 4027)

健康局水道課 (内線4026, 4027)

項 目 担当部局課 室名

1'■生活篠生関係営業|■1指導及
`薇

1興●推進| 臨康場1生活衛生課|1鰤線‐2143フ )

項 目 担当部局課室名

1111ア |プ,,■サ■ビスの推進| 政策統橋官付政策‐評価富菫|(内線,71713‐ )

ワ
′
Ｏ
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平成 23年度厚生労働省関係財政投融資資金計画案の概要

(単位 :億円 )

区 分
度
額
年２２
画
成平
計

度
額
年２３
画
成平
計

摘 要

○独立行政法人福祉医療機構

○株式会社日本政策金融公庫

○独立行政法人国立病院機構

○国立高度専門医療研究
センター

○独立行政法人医薬基盤研究所

2,487

1,400

０
０
次
Ｕ
員
Ｕ

39

2,895

1,200

つ
０
員
Ｕ

民間の社会福祉事業施設及び医療施設等
に対する融資

生活衛生関係営業者等に対する融資

老朽建替整備、再編成整備等

独立行政法人国立がん研究センター
・独立行政法人国立がん研究センター中央

病院外来改修整備、医療機器整備等

独立行政法人国立国際医療研究センター
。独立行政法人国立国際医療研究センター

国府台病院外来管理治療棟更新築整備等

△
口 計 4,493 4,719
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区 分 等容内笠
ロ改

独立行政法人福祉医療機構

福祉医療貸付事業 貸付条件の改善等

【福祉貸付】

(1)特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム等の償還期間及び据置期間の延長

(2)一般財源化された老朽施設の改築整備に係る融資率の優遇措置

(3)木材和l用による施設整備及びエネルギー効率が高い設備の整備などエコ対策
に係るFill資率の優遇措置

(4)災害時等の一時的な資金需要に対する経営資金の貸付

(5)待機児童の早急な解消を図るための保育所 。放課後児童クラブの整備に係る
融資条件の緩和

等

【医療貸付】

(1)病院及び介護老人保健施設の建物整備に係る貸付の償還期間の延長

(2)病院の耐震化施設整備に係る融資率等の優遇措置

(3)機械購入資金に対する融資の相手方の拡大及び融資条件の緩和

(4)社会医療法人に係る融資率等の優遇措置

(5)新型インフルエンザなどの発生による施設機能のマヒに対する融資条件の緩和

株式会社日本政策金融公庫

生活衛生資金貸付 貸付条件の改善等

(1)振興計画に係る事業計画書を策定した者に対する設備資金及び運転資金の
貸付利率の引下げの拡充

(2)振興計画に基づき営業を行う者に対する特別利率適用施設設備の拡充

89



平成 23年度厚生労働省関係財政投融資資金計画の原資の内訳   参考)

(単位 :億円)

区 分

平成 22年度

計 画 額

平成 23年度

計 画 額

独立行政法人福祉医療機構

(注 1)

株式会社 日本政策金融公庫

(注 2)

独立行政法人国立病院機構

(注 1)

2,487

1.400

563

39

2,083 404

(330)

2.895

1,200

571

53

2,460 435

(330)

246 317

(50)

272 299

(50)

国立高度専門医療研究

センター

l 3

独立行政法人国立がん研究

センター

独立行政法人国立循環器病

研究センター

独立行政法人国立国際医療

研究センター

3

8

4

1 20

l

2

1独立行政法人医薬基盤研究所 4

罰

(注 1)

4,493 2,371 722

(380)

4,719 2,782 737

i (380)

(注 1)自 己資金等の欄の ()書 |ま、財投機関債の発行額 (自 己資金等の額の内数)である。
(注 2)原資については、株式会社日本政策金融公庫 (lFl民 般́向け業務)に 一括計上している,
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